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（総則） 

第１条 国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所（以下「研究所」という。）の職員（国立

研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所職員就業規則（平成１７年１７規程第２号。以下「職

員就業規則」という。）第２条に定める職員をいう。以下同じ。）に対する給与の支給について

は、この規程に定めるところによる。 

 

（給与の種類） 

第２条 職員の給与の種類は、次のとおりとする。 

(1) 俸給 

(2) 扶養手当 

(3) 俸給の特別調整額 

(4) 地域手当 

(5) 広域異動手当 

(6) 通勤手当 

(7) 単身赴任手当 



(8) 住居手当 

(9) 初任給調整手当 

(10)超過勤務手当 

(11)管理職員特別勤務手当 

(12)期末手当 

(13)勤勉手当 

(14)寒冷地手当 

(15)特地勤務手当 

 

（給与の支払） 

第３条 職員の給与は、その全額を通貨で直接職員に支払うものとする。ただし、法令及び職員

からの申告に基づき職員の給与から控除すべき金額がある場合には、その職員に支払うべき給

与の金額から、その金額を控除して支払うものとする。 

２ 職員が給与の全部又は一部につき自己の預金への振込みを申し出た場合には、その方法によ

って支払うことができる。 

 

（職員別給与台帳） 

第４条 理事長は、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第１０８条に規定する事項を記載し

た給与台帳を職員別に作成し、これに基づいて給与を支払わなければならない。 

 

（俸給の決定） 

第５条 職員の受ける俸給は、所定の勤務時間による勤務に対する報酬であって、職務の複雑、

困難及び責任の度に基づき、かつ、勤務の強度、勤務時間、勤務環境その他の勤務条件を考慮

して、俸給表において定める級及び号俸により決定する。 

２ 職員の俸給表は、次に掲げるとおりとし、各俸給表の適用範囲は、それぞれ当該俸給表に定

めるところとし、その額は、月額とする。 

(1) 事務職俸給表（別表第１） 

(2) 研究職俸給表（別表第２） 

(3) 技術専門職俸給表（別表第３） 

 

（初任給） 

第６条 新たに採用する者の初任給は、その者の学歴、免許、職務経歴等及び他の職員との均衡

を考慮して、別に定めるところにより決定する。 

 

（昇格） 

第７条 勤務成績が良好な職員で別に定める昇格基準に達した者は、その者の資格に応じて１級

上位の級に昇格させることができる。 

２ 職員を昇格させた場合における当該職員の俸給月額は、別に定めるところによる。 

 

（昇給） 

第８条 職員の昇給は、毎年１月１日に、当該職員の勤務成績に応じて、別に定める基準により

行うものとする。 

２ 職員の昇給は、その属する職務の級における最高の号俸を超えて行うことができない。 

 

（給与等の支給日） 

第９条 俸給、扶養手当、俸給の特別調整額、地域手当、広域異動手当、通勤手当、単身赴任手

当、住居手当、初任給調整手当、寒冷地手当及び特地勤務手当は、その月の月額の全額を毎月

１６日に、超過勤務手当及び管理職員特別勤務手当は、その月の分を翌月１６日に支給するも

のとする。ただし、１６日が休日に当たるときは前日（その日が休日に当たるときは、その日

以前において、その日に最も近い休日でない日）に支給するものとする。 

２ 期末手当は、６月３０日及び１２月１０日に支給する。ただし、その日が日曜日に当たると

きは、その日の前々日に支給し、その日が土曜日に当たるときは、その日の前日に支給するも

のとする。 

３ 勤勉手当は、６月３０日及び１２月１０日に支給する。ただし、その日が日曜日に当たると



きは、その日の前々日に支給し、その日が土曜日に当たるときは、その日の前日に支給するも

のとする。 

４ 前３項に規定する支給日に給与を支給することができない場合には、理事長が指定した日を、

支給日とすることができるものとする。 

 

（日割計算） 

第１０条 新たに職員となった者又は休職、停職若しくは職員就業規則第３１条の規定による育

児休業が終了した者には、その日から俸給を支給し、昇給等により俸給月額に異動を生じた者

には、その日から新たに定められた俸給を支給する。 

２ 職員が休職、停職にされ又は育児休業を始めた場合には、その日の前日までの俸給を支給す

る。 

３ 職員が退職し、又は解雇された場合には、その日までの俸給を支給する。 

４ 職員が死亡により退職した場合には、その月までの俸給を支給する。 

５ 第１項、第２項又は第３項の規定により俸給を支給する場合であってその月の初日から支給

するとき以外のとき、又はその月の末日まで支給するとき以外のときは、その俸給額は、その

月の現日数から日曜日及び土曜日の日数を差し引いた日数を基礎として日割によって計算す

る。 

 

（扶養手当） 

第１１条 扶養手当は、扶養親族のある職員に対して支給する。ただし、次項第２号から第５号

までのいずれかに該当する扶養親族（第３項において「扶養親族たる父母等」という。）に係る

扶養手当は、事務職俸給表９級相当職以上の適用を受ける職員に対しては、支給しない。 

２ 前項の扶養親族とは、次の各号の一に該当する者であって、他に生計の途がなく、主として

その職員の扶養を受けている者をいう。 

(1) 満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子 

(2) 満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある孫 

(3) 満６０歳以上の父母及び祖父母 

(4) 満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある弟妹 

(5) 著しい障害の状態にある者 

３ 扶養手当の月額は、次の各号に掲げる扶養親族の区分に応じて、当該各号に掲げる額とする。 

(1) 前項第１号に該当する扶養親族 １３，０００円 

(2) 前項第２号から第５号までに該当する扶養親族 次に掲げる職員の区分に応じてそれぞ

れ次に掲げる額 

イ 事務職俸給表７級相当職以下の適用を受ける職員 ６，５００円 

ロ 事務職俸給表８級相当職の適用を受ける職員 ３，５００円 

４ 扶養親族たる子のうちに満１５歳に達する日後の最初の４月１日から満２２歳に達する日

以後の最初の３月３１日までの間にある子がいる場合における扶養手当の月額は、前項の規定

にかかわらず、５，０００円に当該期間にある当該扶養親族たる子の数を乗じて得た額を同項

の規定による額に加算した額とする。 

 

第１２条 新たに前条第 1 項の職員たる要件を具備するに至った職員は、直ちにその旨を理事長

に届け出なければならない。扶養手当を受けている職員の届出に係る扶養親族の恒常的な収入

の年間の見込額その他の扶養の事実等に変更があった場合についても、同様とする。ただし、

扶養の事実等を認定することができる場合として別に定める場合には、この規定による届出を

要しない。 

２ 扶養手当の支給は、職員が前条第 1 項の職員たる要件を具備するに至った日の属する月の翌

月（これらの日が月の初日であるときは、その日の属する月）から開始し、職員が同項に規定

する要件を欠くに至った日の属する月（これらの日が月の初日であるときは、その日の属する

月の前月）をもって終わる。ただし、扶養手当の支給の開始については、前項の規定による届

出が、これに係る事実の生じた日から１５日を経過した後にされたときは、その届出を受理し

た日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときはその日の属する月)から行うものとす

る。 

３ 扶養手当を受けている職員にその月額を変更すべき事実が生じたときは、その事実が生じた

日の属する月の翌月（これらの日が月の初日であるときは、その日の属する月）からその支給



額を改定する。前項ただし書の規定は、扶養手当の月額を増額して改定する場合について準用

する。 

 

（俸給の特別調整額） 

第１３条 俸給の特別調整額は、職員に対して、毎月別表４に定める区分に応じた額を支給する。

ただし、月の初日から末日までの期間の全日数にわたって勤務しなかった場合（業務上の負傷

若しくは疾病又は通勤（労働者災害報償保険法（昭和２２年法律第５０号。以下「労災保険法」

という。）第７条第２項及び第３項に規定する通勤をいう。以下同じ。）による負傷若しくは疾

病による休職若しくは欠勤による場合を除く。）には、その月の俸給の特別調整額は、支給しな

い。 

２ 第１０条の規定は、俸給の特別調整額の支給について準用する。 

 

（地域手当） 

第１４条 地域手当は、茨木市、摂津市及びつくば市に所在する事務所に勤務する職員に対して

支給する。 

２ 茨木市及び摂津市に所在する事務所に勤務する職員の地域手当の月額は、俸給、扶養手当及

び俸給の特別調整額の月額の合計額に１００分の１２を乗じて得た額とする。 

３ つくば市に所在する事務所に勤務する職員の地域手当の月額は、俸給、扶養手当及び俸給の

特別調整額の月額の合計額に１００分の１６を乗じて得た額とする。 

４ 第１０条の規定は、地域手当の支給について準用する。 

 

（異動保障） 

第１５条 前条の規定により地域手当の支給を受けている職員が、その勤務する事務所を異にし

て異動した場合（これらの職員が当該異動の日の前日に勤務していた事務所に引き続き６箇月

を超えて勤務していた場合に限る。）により、当該職員の勤務する事務所に係る地域手当の支給

割合（前条第２項及び第３項に規定する割合をいう。以下同じ。）が当該異動の日の前日に勤務

していた事務所に係る地域手当の支給割合（この項において「当該異動前の支給割合」という。）

に達しないこととなるときは、前条の規定にかかわらず、当該職員に対して、当該異動の日か

ら３年を経過するまでの間（次の各号に定める割合が当該異動の日後に勤務する事務所に係る

地域手当の支給割合以下となるときは、その以下となる日の前日までの間。以下この項におい

て同じ。）、俸給、扶養手当及び俸給の特別調整額の月額の合計額に次の各号に掲げる期間の区

分に応じ当該各号に定める割合を乗じて得た月額の地域手当を支給する。ただし、当該職員が

当該異動の日から３年を経過するまでの間にさらに在勤する事務所を異にして異動した場合

その他別に定める場合における地域手当の支給については、別に定める。 

(1) 当該異動の日から同日以後１年を経過する日までの期間 当該異動前の支給割合 

(2) 当該異動の日から同日以後２年を経過する日までの期間（前号に掲げる期間を除く。） 当

該異動前の支給割合に１００分の８０を乗じて得た割合 

(3) 当該異動の日から同日以後３年を経過する日までの期間（前二号に掲げる期間を除く。） 

当該異動前の支給割合に１００分の６０を乗じて得た割合 

２ 国、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条第４項に規定する行政執行法

人、地方公共団体又は公庫の予算及び決算に関する法律（昭和２６年法律第９９号）第１条に

規定する公庫若しくは国家公務員退職手当法施行令（昭和２８年政令第２１５号）第９条の２

各号に掲げる法人（以下「国等の機関」という）に使用される者（以下「国家公務員等」とい

う）であった者が、当該国等の機関の命により引き続き職員となった場合（これらの職員が当

該採用の日の前日に在勤していた国等の機関に引き続き６箇月を超えて在勤していた場合そ

の他当該場合との権衡上必要があると理事長が認める場合に限る。）において、在勤することと

なった施設に係る地域手当の支給割合（前条第２項及び第３項に掲げる割合をいう。以下この

項において「採用後の支給割合」という。）が、職員となった日（以下この項において「採用日」

という。）の前日に在勤していた国等の機関において支給を受けていた地域手当（一般職の職員

の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号。以下「一般職給与法」という。）第１１条の３

に規定する地域手当又は同法に準じて当該国等の機関が支給する地域手当をいう。）の支給割

合（以下この項において「採用前の支給割合」という。）に達しないこととなるときは、当該職

員には、採用日から３年を経過するまでの間（次の各号に定める割合が当該採用日後に勤務す

る事務所に係る地域手当の支給割合以下となるときは、その以下となる日の前日までの間。以



下この項において同じ。）、俸給、扶養手当及び俸給の特別調整額の月額の合計額に次の各号に

掲げる期間の区分に応じ当該各号に定める割合を乗じて得た月額の地域手当を支給する。前項

ただし書きの規定は、この項による地域手当の支給について準用する。 

(1) 当該採用日から同日以後１年を経過する日までの期間 当該採用前の支給割合 

(2) 当該採用日から同日以後２年を経過する日までの期間（前号に掲げる期間を除く。） 当

該採用前の支給割合に１００分の８０を乗じて得た割合 

(3) 当該採用の日から同日以後３年を経過する日までの期間（前二号に掲げる期間を除く。） 

当該採用前の支給割合に１００分の６０を乗じて得た割合 

 

（広域異動手当） 

第１６条 職員が在勤する事務所を異にして異動した場合又は職員の在勤する事務所が移転し

た場合において、当該異動又は移転（以下この条において「異動等」という。）につき事務所間

の距離（異動等の日の前日に在勤していた事務所の所在地と当該異動等の直後に在勤する事務

所の所在地との間の距離をいう。以下この項において同じ。）及び住居と事務所との間の距離

（異動等の直前の住居と当該異動等の直後に在勤する事務所の所在地との間の距離をいう。以

下この項において同じ。）がいずれも６０キロメートル以上であるとき（当該住居と事務所との

間の距離が６０キロメートル未満である場合であって、通勤に要する時間等を考慮して当該住

居と事務所との間の距離が６０キロメートル以上である場合に相当すると認められる場合を

含む。）は、当該職員には、当該異動等の日から３年を経過するまでの間、俸給、俸給の特別調

整額及び扶養手当の月額の合計額に当該異動等に係る事務所間の距離の次の各号に掲げる区

分に応じ当該各号に定める割合を乗じて得た月額の広域異動手当を支給する。ただし、当該異

動等に当たり一定の期間内に当該異動等の日の前日に在勤していた事務所への異動等が予定

されている場合その他の広域異動手当を支給することが認められない場合はこの限りでない。 

(1) ３００キロメートル以上 １００分の１０ 

(2) ６０キロメートル以上３００キロメートル未満 １００分の５ 

２ 前項の規定により広域異動手当を支給されることとなる職員のうち、当該支給に係る異動等

（以下この項において「当初広域異動等」という。）の日から３年を経過する日までの間の異動

等（以下この項において「再異動等」という。）により前項の規定により更に広域異動手当が支

給されることとなるものについては、当該再異動等に係る広域異動手当の支給割合が当初広域

異動等に係る広域異動手当の支給割合を上回るとき又は当初広域異動等に係る広域異動手当

の支給割合と同一の割合となるときにあっては当該再異動等の日以後は当初広域異動等に係

る広域異動手当を支給せず、当該再異動等に係る広域異動手当の支給割合が当初広域異動等に

係る広域異動手当の支給割合を下回るときにあっては当初広域異動手当等に係る広域異動手

当が支給されることとなる期間は当該再異動等にかかる広域異動手当を支給しない。 

３ 前２項の規定により広域異動手当を支給されることとなる職員が、第１４条の規定により地

域手当を支給される職員である場合における広域異動手当の支給割合は、前２項の規程による

広域異動手当の支給割合から当該地域手当の支給割合を減じた割合とする。この場合において、

前２項の規定による広域異動手当の支給割合が当該地域手当の支給割合以下であるときは、広

域異動手当は支給しない。 

 

（通勤手当） 

第１７条 通勤手当は、次の各号に掲げる職員に支給する。 

(1) 通勤のため交通機関又は有料の道路（以下この条において「交通機関等」という。）を利用

してその運賃又は料金（以下この項から第３項までにおいて「運賃等」という。）を負担する

ことを常例とする職員（交通機関等を利用しなければ通勤することが著しく困難である職員

以外の職員であって交通機関を利用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距

離が片道２ｋｍ未満であるもの及び第３号に掲げる職員を除く。） 

(2) 通勤のため自動車その他の交通用具（以下この条において「自動車等」という。）を使用す

ることを常例とする職員（自動車等を使用しなければ通勤することが著しく困難である職員

以外の職員であって自動車等を使用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距

離が片道２km 未満であるもの及び次号に掲げる職員を除く。） 

(3) 通勤のため交通機関等を利用してその運賃等を負担し、かつ、自動車等を使用することを

常例とする職員（交通機関等を利用し、又は自動車等を使用しなければ通勤することが著し

く困難である職員以外の職員であって、交通機関等を利用せず、かつ、自動車等を使用しな



いで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片道２km 未満であるものを除く。） 

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 前項第１号に掲げる職員 

支給単位期間につき、別に定めるところにより算出した当該職員の支給単位期間の通勤に

要する運賃等の額に相当する額（以下次項及び第８項において「運賃等相当額」という。）。 

(2) 前項第２号に掲げる職員 

次に掲げる職員の区分に応じ、支給単位期間につき、それぞれ次に定める額 

イ 自動車等の使用距離（以下この号において「使用距離」という。）が片道５ｋｍ未満であ

る職員                        ２，０００円 

口 使用距離が片道５ｋｍ以上１０ｋｍ未満である職員   ４，２００円 

ハ 使用距離が片道１０ｋｍ以上１５ｋｍ未満である職員  ７，１００円 

二 使用距離が片道１５ｋｍ以上２０ｋｍ未満である職員 １０，０００円 

ホ 使用距離が片道２０ｋｍ以上２５ｋｍ未満である職員 １２，９００円 

へ 使用距離が片道２５ｋｍ以上３０ｋｍ未満である職員 １５，８００円 

ト 使用距離が片道３０ｋｍ以上３５ｋｍ未満である職員 １８，７００円 

チ 使用距離が片道３５ｋｍ以上４０ｋｍ未満である職員 ２１，６００円 

リ 使用距離が片道４０ｋｍ以上４５ｋｍ未満である職員 ２４，４００円 

ヌ 使用距離が片道４５ｋｍ以上５０ｋｍ未満である職員 ２６，２００円 

ル 使用距離が片道５０ｋｍ以上５５ｋｍ未満である職員 ２８，０００円 

ヲ 使用距離が片道５５ｋｍ以上６０ｋｍ未満である職員 ２９，８００円 

ワ 使用距離が片道６０ｋｍ以上である職員       ３１，６００円 

(3) 前項第３号に掲げる職員 

第１号に定める運賃等相当額と前号に定める額との合計額。 

３ 事務所を異にする異動又は在勤する事務所の移転に伴い、所在する地域を異にする事務所に

在勤することとなったことにより、通勤の実情に変更を生ずることとなった職員で別に定める

もののうち、第１項第１号又は第３号に掲げる職員で、当該異動又は事務所の移転の直前の住

居からの通勤のため、新幹線鉄道等の特別急行列車、高速自動車国道その他の交通機関等（第

１号及び第８項において「新幹線鉄道等」という。）を利用し、その利用に係る特別料金等（そ

の利用に係る運賃等の額から運賃等相当額の算出の基礎となる運賃等に相当する額を減じた

額をいう。第１号において同じ。）を負担することを常例とするものの通勤手当の額は、前項の

規定にかかわらず、次の各号に掲げる通勤手当の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 新幹線鉄道等の利用に係る特別料金等に係る通勤手当 支給単位期間につき、別に定める

ところにより算出した当該職員の支給単位期間の通勤に要する特別料金等の額に相当する

額（第８項において「「特別料金等相当額」という。） 

(2) 前号に掲げる通勤手当以外の通勤手当 前項の規定による額 

４ 前項の規定は、国家公務員等であった者が、国等の機関の命により引き続きこの規程の適用

を受ける職員となった者その他同項の規定による通勤手当を支給される職員との権衡上必要

があると理事長が認める職員について準用する。 

５ 通勤手当は、支給単位期間に係る最初の月の別に定める日に支給する。 

６ 通勤手当を支給される職員につき、離職その他の別に定める事由が生じた場合には、当該職

員から支給単位期間のうちこれらの事由が生じた後の期間を考慮して別に定める額を返納さ

せるものとする。 

７ この条において「支給単位期間」とは、通勤手当の支給の単位となる期間として６箇月を超

えない範囲内で１箇月を単位として別に定める期間（自動車等に係る通勤手当にあっては、１

箇月）をいう。 

８ 運賃等相当額を支給単位期間の月数で除して得た額（交通機関等が二以上ある場合において

は、その合計額）、第２項第２号に定める額及び特別料金等相当額をその支給単位期間の月数で

除して得た額（新幹線鉄道等が二以上ある場合においては、その合計額）の合計額が１５０，

０００円を超える職員の通勤手当の額は、第１項、第２項及び第３項の規定にかかわらず、当

該職員の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき、１５０，０００円

に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額とする。 

 

（単身赴任手当） 

第１８条 事務所を異にする異動又は在勤する事務所の移転に伴い、住居を移転し、父母の疾病



その他の別に定めるやむを得ない事情により、同居していた配偶者と別居することとなった職

員で、当該異動又は事務所の移転の直前の住居から当該異動又は事務所の移転の直後に在勤す

る事務所に通勤することが通勤距離等を考慮して別に定める基準に照らして困難であると認

められるもののうち、単身で生活することを常況とする職員には、単身赴任手当を支給する。

ただし、配偶者の住居から在勤する事務所に通勤することが、通勤距離等を考慮して別に定め

る基準に照らして困難であると認められない場合は、この限りでない。 

２ 単身赴任手当の月額は、３０，０００円（別に定めるところにより算定した職員の住居と配

偶者の住居との間の交通距離（以下単に「交通距離」という。）が別に定める距離以上である職

員にあっては、その額に、７０，０００円を超えない範囲内で交通距離の区分に応じて別に定

める額を加算した額）とする。 

３ 国家公務員等であった者が、国等の機関の命により引き続きこの規程の適用を受ける職員と

なったことに伴い、住居を移転し、父母の疾病その他の別に定めるやむを得ない事情により、

同居していた配偶者と別居することとなった者で、当該適用の直前の住居から当該適用の直後

に在勤する事務所に通勤することが通勤距離等を考慮して困難であると認められるもののう

ち、単身で生活することを常況とする者（任用の事情等を考慮して別に定める職員に限る。）そ

の他第１項の規定による単身赴任手当を支給される職員との権衡上必要があると理事長が認

める者には、前２項の規定に準じて、単身赴任手当を支給する。 

４ 前３項に規定するもののほか、単身赴任手当の支給の調整に関する事項その他単身赴任手当

の支給に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（住居手当） 

第１９条 住居手当は、次の各号のいずれかに該当する職員に支給する。 

(1) 自ら居住するため住宅（貸間を含む。次号において同じ。）を借り受け、月額１６，０００

円を超える家賃（使用料を含む。以下同じ。）を支払っている職員 

(2) 前条第１項又は第３号の規定により単身赴任手当を支給される職員で、配偶者（届出をし

ないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。同条において同じ。）が居住するため

の住宅を借り受け、月額１６，０００円を超える家賃を支払っているもの又はこれらのもの

と権衝上必要があると理事長が認めるもの 

２ 住居手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に定める額とする。 

(1) 前項第１号に掲げる職員  次に掲げる職員の区分に応じてそれぞれ次に定める額 

イ 月額２７，０００円以下の家賃を支払っている職員   家賃の月額から１６，０００

円を 控除した額 

口 月額２７，０００円を超える家賃を支払っている職員   家賃の月額から２７，００

０円を控除した額の２分の１（その控除した額の２分の１が１７，０００円を超えるとき

は１７，０００円）を１１，０００円に加算した額 

(2) 前項第２号に掲げる職員   前号の規定の例により算定した額の２分の１に相当する

額 

３ 次の各号の一に掲げる職員は、第１項の規定にかかわらず、住居手当は支給しない。 

(1) 研究所、国又は企業から宿舎を貸与された職員 

(2) 配偶者、父母又は配偶者の父母で、職員の扶養親族たる者（第１２条の規定による届出が

されている者に限る。以下同じ。）以外のものが所有し、又は借り受け、居住している住宅及

び職員の扶養親族たる者が所有する住宅の全部又は一部を借り受けて当該住宅に居住して

いる職員 

４ 住居手当の額の算定において、１００円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てる。 

 

（初任給調整手当） 

第２０条 医学又は歯学に関する専門的知識を必要とし、かつ、採用による欠員の補充が困難で

あると認められる職に新たに採用された職員には、月額５１，６００円を超えない範囲内の額

を、採用の日から３５年以内、採用の日から１年経過するごとにその額を減じて、初任給調整

手当として支給する。 

２ 前項の職に在職する職員のうち、同項の規定により初任給調整手当を支給される職員との権

衡上必要があると認められる職員には、同項の規定に準じて、初任給調整手当を支給する。 

 

（給与の減額） 



第２１条 職員が勤務しないときは、その勤務しないことにつき特に承認があった場合を除くほ

か、その勤務しない１時間につき第２４条に規定する勤務１時間当たりの給与の額を減額して

給与を支給する。 

２ 前項の特に承認があった場合とは、職員就業規則の規定により勤務しないことが認められて

いる場合をいう。ただし、同規則又はこの規程により給与を減額する又は支給しない旨規定さ

れているときは、その定めによる。 

 

（超過勤務手当） 

第２２条 職員就業規則第１９条の規定により所定の勤務時間（同規則第１３条第２項各号に規

定する始業時刻から終業時刻までの時間をいう。以下、本条において同じ。）を超えて勤務する

ことを命ぜられた職員には、所定の勤務時間を超えて勤務した全時間に対して、勤務１時間に

つき、第２４条に規定する勤務１時間当たりの給与の額に次の各号に掲げる勤務の区分に応じ

て当該各号に定める割合（その勤務が２２時から翌日の５時までの間（以下「深夜勤務」とい

う。）である場合には、その割合に１００分の２５を加算した割合）を乗じて得た額を超過勤務

手当として支給する。 

(1) 職員就業規則第１７条に規定する休日以外の日における所定の勤務時間以外の時間に勤

務した時間であって、その日に実際に勤務した時間が同規則第１３条第１項に規定する１日

の労働時間に達するまでの時間  １００分の１００ 

(2) 職員就業規則第１７条に規定する休日以外の日における所定の勤務時間以外の時間に勤

務した時間であって、その日に実際に勤務した時間が同規則第１３条第１項に規定する１日

の労働時間を超えて勤務した時間のうち、第４号に規定する合計時間に達するまでの時間 

  １００分の１２５ 

(3) 職員就業規則第１７条に規定する休日に勤務した時間  １００分の１３５ 

(4) 第２号の規定に該当する勤務であって、毎月１日を起算とする１か月の合計時間が６０時

間を超えて勤務した時間  １００分の１５０ 

２ １日の労働時間が職員就業規則第１３条第１項に規定する１日の労働時間より短い時間を

指定された職員であるときは、前項第１号及び第２号の規定中「１日の労働時間」を「８時間」

と読み替えるものとする。 

３ 前項の規定は、深夜勤務にかかる加算を除き、第１３条に規定する俸給の特別調整額の支給

を受ける職員又は別に定めるところにより職員就業規則第１７条に規定する休日に勤務した

場合に、次条に規定する管理職員特別勤務手当を支給することとされている者には適用しない。 

 

（管理職員特別勤務手当） 

第２３条 第１３条に規定する俸給の特別調整額の支給を受ける職員等が臨時又は緊急の必要

その他の業務の運営の必要により職員就業規則第１７条に規定する休日に勤務した場合には、

当該職員に、管理職員特別勤務手当を支給する。 

２ 管理職員特別勤務手当の額は、前項の規定による勤務１回につき、１２，０００円を超えな

い範囲内において別に定める額とする。ただし、同項の規定による勤務に従事する時間等を考

慮して別に定める勤務にあっては、その額に１００分の１５０を乗じて得た額とする。 

３ 前２項に定めるもののほか、管理職員特別勤務手当の支給に関し必要な事項は、国家公務員

の例に準じる。 

 

（勤務１時間当たりの給与の額） 

第２４条 第２１条及び第２２条に規定する勤務１時間当たりの給与の額は、俸給月額及びこれ

に対する地域手当の月額の合計額を、当該年度の１年間における１箇月の平均所定労働時間数

で除して得た額とする。 

 

（期末手当） 

第２５条 期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条においてこれらの日を「基準日」

という。）にそれぞれ在職する職員に対して支給する。これらの基準日前１月以内に退職し、又

は解雇された職員（別に定める職員を除く。）についても、同様とする。ただし、職員が次の各

号の一に該当する場合は、当該各号の基準日に係る期末手当（第６号に掲げる者にあっては、

その支給を一時差し止めた期末手当）は、支給しない。 

(1) 職員が基準日前１月以内に理事長の要請に応じ退職して、引き続き国家公務員等となった



場合 

(2) 職員が職員就業規則第４１条第１項第３号に該当して休職を命ぜられている場合 

(3) 職員が職員就業規則第６２条第１項第３号に該当して停職を命ぜられている場合 

(4) 職員が基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に職員就業規則第６２条

第１項第４号の規定により懲戒解雇された場合 

(5) 基準日前１月以内又は基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に離職し

た職員（前号に掲げる者を除く。）で、その離職した日から当該支給日の前日までの間に禁錮

以上の刑に処せられた場合 

(6) 次条第１項の規定により期末手当の支給を一時差し止める処分を受けた者（当該処分を取

り消された者を除く。）で、その者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑

に処せられた場合 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、一般職の国家公務員の例に準じて別に定める割合を乗

じて得た額とする。 

３ 前項の期末手当基礎額は、それぞれの基準日現在（退職し、又は解雇された職員にあっては、

退職し、又は解雇された日現在）において職員が受けるべき俸給月額及び扶養手当の月額並び

にこれらに対する地域手当の月額の合計額（次表に定める職員にあっては、その額に俸給月額

にそれぞれ同表に定める割増率を乗じて得た額を加算した額）とする。 

職  務  の  区  分 割 増 率 

理事長特任補佐 １００分の２５ 

研究所長 １００分の２０ 

総務部、戦略企画部、研究支援部に属する部長及び次

長、医薬基盤研究所及び国立健康・栄養研究所に属す

るセンター長 

 

１００分の１５ 

４ 職務の級が事務職俸給表３級、研究職俸給表２級及び技術専門職俸給表３級以上である職員

については、前項の規定にかかわらず、同項に規定する合計額に、俸給月額及びこれに対する

地域手当の月額の合計額に次表に定める職務の区分に応じて、それぞれ同表に定める加算割合

を乗じた額を加算した額を第２項の期末手当基礎額とする。 

 

職 務 の 区 分 加算割合 

研究所長、事務職俸給表８級以上 １００分の２０ 

事務職俸給表７級及び６級、研究職俸給表５級 １００分の１５ 

事務職俸給表５級及び４級、研究職俸給表４級及び３級 １００分の１０ 

事務職俸給表３級、研究職俸給表２級、技術専門職俸給表４級

及び３級 １００分の ５ 

 

５ 国家公務員等が、国等の機関の命により引き続きこの規程の適用を受ける職員となった場合

において、この者に対して期末手当を支給するときは、その国家公務員等として在職した期間

は、この規程の適用を受ける職員として在職した期間とみなす。 

 

第２６条 理事長は、支給日に期末手当を支給することとされていた職員で当該支給日の前日ま

でに離職したものが次の各号のいずれかに該当する場合は、当該期末手当の支給を一時差し止

めることができる。 

(1) 離職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職期間中の行為に係る刑事事件

に関して、その者が起訴（当該起訴に係る犯罪について禁錮以上の刑が定められているもの

に限り、刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）第６編に規定する略式手続きによるもの

を除く。第２項において同じ。）をされ、その判決が確定していない場合 

(2) 離職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職期間中の行為に係る刑事事件

に関して、その者が逮捕された場合又はその者から聴取した事項若しくは調査により判明し

た事実に基づきその者に犯罪があると思料するに至った場合であって、その者に対し期末手

当を支給することが、研究所の公共的使命に対する国民の信頼を確保し、期末手当に関する



制度の適正かつ円滑な実施を維持する上で重大な支障を生ずると認めるとき 

２ 理事長は一時差止処分について次の各号のいずれかに該当するに至った場合には速やかに

当該一時差止処分を取り消さなければならない。ただし、第３号に該当する場合において、一

時差止処分を受けた者がその者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関し現に逮捕されてい

るときその他これを取り消すことが一時差止処分の目的に明らかに反すると認めるときは、こ

の限りでない。 

(1) 一時差止処分を受けた者が当該一時差止処分の理由となった行為に係る刑事事件に関し

禁錮以上の刑に処せられなかった場合 

(2) 一時差止処分を受けた者について、当該一時差止処分の理由となった行為に係る刑事事件

につき公訴を提起しない処分があった場合 

(3) 一時差止処分を受けた者がその者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関し起訴をされ

ることなく当該一時差止処分に係る期末手当の基準日から起算して１年を経過した場合 

３ 前項の規定は、理事長が、一時差止処分後に判明した事実又は生じた事情に基づき、期末手

当の支給を差し止める必要がなくなったとして当該一時差止処分を取り消すことを妨げるも

のではない。 

４ 理事長は、一時差止処分を行う場合は、当該一時差止処分を受けるべき者に対し、当該一時

差止処分の際、一時差止処分の事由を記載した説明書を交付しなければならない。 

 

（勤勉手当） 

第２７条 勤勉手当は、６月１日及び１２月１日（以下この項から第３項までにおいて、これら

の日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対して基準日以前６月以内の期間におけ

る当該職員の勤務成績に応じて支給する。これらの基準日前１月以内に退職し、又は解雇され

た職員（別に定める職員を除く。）についても、同様とする。ただし、職員が第２５条第１項各

号の一に該当する場合又は職員就業規則第４１条第１項第１号、第２号又は第４号に該当して

休職を命ぜられている場合には、勤勉手当は支給しない。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、一般職の国家公務員の例に準じて別に定める割合を乗

じて算定した額とする。 

３ 前項の勤勉手当基礎額は、それぞれの基準日現在（退職し、又は解雇された職員にあっては、

退職し、又は解雇された日現在）において職員が受けるべき俸給月額及びこれに対する地域手

当の月額の合計額（第２５条第３項の表に定める職員にあっては、その額に俸給月額にそれぞ

れ同表に定める割増率を乗じて得た額を加算した額）とする。 

４ 第２５条第４項の規定は、第２項の勤勉手当基礎額について準用する。この場合において、

同条第４項中「前項」とあるのは、「第２７条第３項」と読み替えるものとする。 

５ 前条の規定は、第１項の規定による勤勉手当の支給について準用する。この場合において、

第２６条第２項第３号中「基準日から」とあるのは、「基準日（第２７条第１項に規定する基準

日をいう。）から」と読み替えるものとする。 

６ 第２５条第５項の規定は、勤勉手当について準用する。 

 

（寒冷地手当） 

第２８条 寒冷地手当は、１１月から翌年３月までの各月の初日（以下この条において、これら

の日を「基準日」という。）にそれぞれ薬用植物資源研究センター北海道研究部（以下「北海道

研究部」という。）に在職する職員（「支給対象職員」という。以下この条において同じ。）に対

して、支給する。ただし、職員就業規則３１条第１項に規定する育児休業をしている職員又は

職員就業規則第４１条第１項第３号に該当して休職を命ぜられている職員には支給しない。 

２ 寒冷地手当の額は、次の表に掲げる基準日における職員の世帯等の区分に応じ、同表に掲げ

る額とする。 

 

世帯等

の区分 

世 帯 主 で あ る 職 員 その他の職員 

扶養親族のある職員 その他の世帯主である職員  

金 額 ２９，４００円 １６，２００円 １１，５００円 

 



３ 前項の「扶養親族のある職員」には、第１１条第２項に規定する扶養親族のある職員であっ

て、北海道研究部が所在する名寄市に居住する扶養親族のない職員のうち、職員の扶養親族が

居住する住居（当該住居が２以上ある場合にあっては、すべての当該住居）と北海道研究部と

の最短距離が６０ｋｍ以上である職員は含まないものとする。 

４ 次の各号のいずれかに該当する支給対象職員の寒冷地手当の額は、前項の規定にかかわらず、

当該各号に定める額とする。 

(1) 第３３条第１号、第２号及び第４号のいずれかの規定により給与の支給を受ける職員 前

項の規定による額にその職員の俸給の支給について用いられた同条各号の割合を乗じて得

た額 

(2) 第３０条の規定の適用を受ける職員 前項の規定による額からその半額を減じた額 

５ 次の各号のいずれかに該当する支給対象職員の寒冷地手当の額は、第１０条第５項の例によ

り、日割によって計算する。 

(1) 基準日において、前項各号に掲げる職員のいずれにも該当しない支給対象職員が、当該支

給日の翌日から当該基準日の属する月の末日までの間に、当該各号に該当する職員のいずれ

かに該当する支給対象職員となった場合 

(2) 基準日において、前項各号に掲げる職員のいずれかに該当する支給対象職員が、当該支給

日 の翌日から当該基準日の属する月の末日までの間に、当該各号に該当する職員のいずれ

にも該当しない支給対象職員となった場合 

(3) 基準日において、前項各号に掲げる職員のいずれかに該当する支給対象職員が、当該支給

日の翌日から当該基準日の属する月の末日までの間に、当該各号に該当する職員の別のいず

れかに該当する支給対象職員となった場合 

 

（特地勤務手当） 

第２９条 特地勤務手当は、薬用植物資源研究センター種子島研究部に勤務する職員に対して支

給する。 

２ 特地勤務手当額は、前項に該当する職員となった日に受けていた俸給月額と扶養手当の合計

額及び現に受ける俸給月額と扶養手当の合計額の平均に１００分の１２を乗じた額とする。 

３ 在勤する事務所を異にする異動に伴い住居を移転した職員については、異動の日から３年間、

前項の額に当該異動の日に受けていた俸給月額と扶養手当の合計額に１００分の６を乗じた

額を加算する。 

４ 第１０条の規定は、特地勤務手当の支給について準用する。 

 

（長期欠勤者の給与） 

第３０条 職員が負傷（業務上の負傷及び通勤による負傷を除く。）又は疾病（業務上の疾病及び

通勤による疾病を除く。）により欠勤した場合には、その欠勤を始めた日から９０日（結核性疾

病の場合にあっては、１年）を超えて引き続き勤務しないときは、その期間経過後の当該欠勤

に係る日につき俸給の半額を減ずる。 

２ 前項の１年又は９０日の計算は、職員就業規則第１７条に規定する休日を含めて暦日数で計

算する。 

３ 月の中途において俸給の半額が減ぜられることになった場合等給与期間中の一部の日につ

き俸給の半額が減ぜられる場合における俸給は、当該給与期間の現日数から前号に規定する休

日の日数を差し引いた日数を基礎として日割りによって計算する。 

４ 俸給の半額が減ぜられた場合における地域手当、広域異動手当、期末手当及び勤勉手当の算

定の基礎となる俸給の月額は、当該半減の額となる。 

 

（介護休暇者の給与） 

第３１条 職員就業規則第２７条の規定に基づき、介護休暇の承認を受けて勤務しない場合には、

その勤務しない１時間につき、第２４条に規定する勤務１時間当りの給与額を減額して給与を

支給する。 

２ 前項に規定するもののほか、介護休暇に係る給与の支給に関し必要な事項は別に定める。 

 

（育児休業者等の給与） 

第３２条 職員就業規則第３１条の規定に基づき、育児休業をしている者の当該育児休業期間中

の給与は支給しない。 



２ 第２５条第１項及び第２７条第１項に規定するそれぞれの基準日に育児休業をしている職

員のうち、直前の基準日の翌日から基準日までの間に勤務した期間がある職員には、前項の規

定にかかわらず、当該基準日に係る期末手当及び勤勉手当を支給する。 

３ 育児休業をした職員が職務に復帰した場合における給与等の取扱いについては、当該育児休

業をした期間の２分の１に相当する期間を引き続き勤務したものとみなして、別に定めるとこ

ろにより、俸給月額を調整し、又は昇給期間を短縮することができる。 

４ 職員が職員就業規則第３１条の規定に基づき、部分休業の承認を受けて勤務時間の一部につ

いて勤務しない場合には、その部分休業の区分に応じて次の通りとする。 

(1) 短時間勤務 その短時間勤務となる期間中におけるその月の俸給月額に、その者の１週間

の所定労働時間を職員就業規則第１３条第１項に規定する１週間の労働時間で除して得た

数を乗じて得た額を支給する。この場合において給与期間中の一部の日につき俸給が減ぜら

れることとなるときは、第１０条の規定を準用する。 

(2) 育児時間 その勤務しない１時間につき、第２４条に規定する勤務１時間当たりの給与の

額を減額して給与を支給する。     

 

（休職者の給与） 

第３３条 職員就業規則第４３条第２項に規定する休職を命ぜられた職員の給与は、次の各号に

定める額とする。 

(1) 職員が業務上負傷し、若しくは疾病にかかり、又は通勤により負傷し、若しくは疾病にか

かり、休職を命ぜられた場合は、その休職の期間中、給与の額から労災保険法により支給さ

れた休業補償の額を控除した額を支給する。 

(2) 職員が職員就業規則第４１条第１項第１号又は第２号の規定により休職を命ぜられた場

合には、その休職の期間が１年（結核性疾病にあっては２年）に達するまでは、俸給、扶養

手当、地域手当、広域異動手当、住居手当、期末手当及び寒冷地手当の合計額（以下この項

において「俸給等」という。）の１００分の８０を、この期間を超えた休職の期間中は、俸給

等の１００分の６０を、それぞれ支給する。 

(3) 職員が職員就業規則第４１条第１項第３号の規定により休職を命ぜられた場合には、その

休職の期間中、俸給、扶養手当、地域手当、広域異動手当及び住居手当の合計額の１００分

の６０を支給する。 

(4) 職員が職員就業規則第４１条第１項第４号の規定により休職を命ぜられた場合には、その

休職の期間中、理事長が定める額を支給する。 

 

（退職者等の給与） 

第３４条 職員就業規則第４５条第１項第１号（業務上の傷病のため退職した場合に限る。）、第

２号若しくは第４号に該当して退職した場合又は同規則第４６条第１項第６号から第８号の

いずれかに該当して解雇された場合には、第１０条第３項の規定にかかわらず、その者が現に

受けるべきその月分の俸給、俸給の特別調整額及び地域手当の全額を支給する。 

 

（端数の処理） 

第３５条 この規程により計算した金額に１円未満の端数があるときは、その端数は切り捨てる

ものとする。ただし、減額する場合の１時間当たりの給与額、超過勤務手当の１時間当たりの

額を算定する場合において、その額に５０銭未満の端数を生じたときは、これを切り捨て、５

０銭以上１円未満の端数を生じたときは、これを１円に切り上げるものとする。 

 

（実施に関し必要な事項） 

第３６条 この規程の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成１７年４月１日から施行する。 

 

（地域手当に係る経過措置） 

第２条 この規程の施行の際、現に一般職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律（平



成８年法律第１１２号）附則第１４項又は附則第１５項に規定する暫定筑波研究学園都市移転

手当の支給を受けていた者に対する地域手当の額は、第１４条第３項の規定にかかわらず、国

家公務員の例に準じて算定した暫定筑波研究学園都市移転手当の額とする。 

 

（寒冷地手当に係る経過措置） 

第３条 この規定の施行の際、現に一般職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律（平

成１６年法律第１３６号。この条において「改正法」という。）附則第１２項に規定する特例支

給額の寒冷地手当の支給を受けていた者に対する寒冷地手当の額は、第２８条第２項の規定に

かかわらず、国家公務員の例に準じて算定した特例支給額の額とする。 

 

 

附 則（平成１７年１２月１日 17 規程第６４号） 

この規程は、平成１７年１２月１日から施行する。 

 

 

附 則（平成１８年３月３１日 18 規程第３号） 

 

（施行期日） 

１ この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 

 

（経過措置） 

２ 平成１８年４月１日（以下「切替日」という。）の前日から引き続き同一の俸給表の適用を

受ける職員で、その者の受ける俸給月額が同日において受けていた俸給月額（職員給与規程

（平成２１年規程第２０号。以下この項において「平成２１年改正規程」という。）の施行の

日において、平成２１年改正規程附則第２項に規定する減額改定対象職員である者にあって

は、当該俸給月額に１００分の９９．７６を乗じて得た額とし、その額に１円未満の端数を

生じたときはこれを切り捨てた額とする。）に達しないこととなる職員（理事長が定める職

員を除く。）には、俸給月額のほか、その差額に相当する額を俸給として支給する。 

二 切替日以降に新たに俸給票の適用を受けることとなった職員について、任用の事情等を考

慮して前号の規定による俸給を支給される職員との権衡上必要があると認められるときは、

当該職員には、理事長が定めるところにより、前号の規定に準じて、俸給を支給する。 

 

附 則（平成１９年３月３０日 19 規程第２－２号） 

 

（施行期日） 

１ この規程は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

（経過措置） 

２ 第１３条の規定により俸給の特別調整額の支給を受ける職員のうち、この規定による俸給

の特別調整額が改正前の額に達しないこととなる職員には、当該俸給の特別調整額のほか、

当該俸給の特別調整額と改正前額との差額に相当する額に次の各号に掲げる期間の区分に

応じ当該各号に定める割合を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端

数を切り捨てた額）を俸給の特別調整額として支給する。 

(1) 平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日まで １００分の１００ 

(2) 平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで １００分の７５ 

(3) 平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで １００分の５０ 

(4) 平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで １００分の２５ 

 

附 則（平成１９年１１月３０日 19 規程第９号） 

 

（施行期日） 

 

１ この規程は、平成１９年１２月１日から施行する。 

 



附 則（平成２０年３月３１日 20 規程第６号） 

 

（施行期日） 

 

１ この規程は、平成２０年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２１年４月１日 21 規程第 11-３号） 

 

（施行期日） 

 

１ この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２１年１１月３０日 21 規程第２０号） 

 

（施行期日） 

 

１ この規程は、平成２１年１２月１日から施行する。 

 

（平成２１年１２月に支給する期末手当に関する特例措置） 

 

２ 平成２１年１２月に支給する期末手当の額は、第２５条の規定にかかわらず、同条の規定に

より算定される期末手当の額（以下「基準額」という。）から次に掲げる額の合計額（以下「調

整額」という。）に相当する額を減じた額とする。この場合において、調整額が基準額以上と

なるときは、期末手当は支給しない。 

（１） 平成２１年４月１日（同月２日から同年１２月１日までの間に職員以外の者又は職員であ

って、適用される俸給表並びにその職務の級及び号俸がそれぞれ次の表の俸給表欄、職務

の級欄及び号俸欄にかかげるものであるものから当該職員以外の職員（以下「減額改定対

象職員という。」）となった者にあっては、その減額改定対象職員となった日）において減

額改定対象職員が受けるべき俸給、扶養手当、俸給の特別調整額、地域手当、広域異動手

当、単身赴任手当（第１８条第２項の別に定める額を除く。）、住居手当、初任給調整手当、

特地勤務手当の月額の合計額に１００分の０．２４を乗じて得た額に、同年４月から施行

日の属する月の前月までの月数（同年４月１日から施行日の前日までの期間において、在

職しなかった期間、俸給を支給されなかった期間、減額改定対象職員以外の期間がある職

員であった期間がある職員にあっては、当該月数から当該期間の月数を減じた月数）を乗

じて得た額 

 

俸給表 職務の級 号俸 

事務職俸給表 １級 １号俸から５６号俸まで 

事務職俸給表 ２級 １号俸から２４号俸まで 

事務職俸給表 ３級 １号俸から ８号俸まで 

研究職俸給表 １級 １号俸から５６号俸まで 

研究職俸給表 ２級 １号俸から３２号俸まで 

技術専門職俸給表 １級 １号俸から６８号俸まで 

技術専門職俸給表 ２級 １号俸から３２号俸まで 

 

（２） 平成２１年６月１日において減額改定対象職員であった者に同月に支給された期末手当

及び勤勉手当の合計額に１００分の０．２４を乗じて得た額 

 

附 則（平成２２年４月１日 22 規程第１３号） 

 

（施行期日） 

 

１ この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

 



附 則（平成２２年１１月３０日 22 規程第２５号） 

 

（施行期日） 

 

１ この規程は、平成２２年１２月１日から施行する。 

 

（平成２２年１２月に支給する期末手当に関する特例措置） 

 

２ 平成２２年１２月に支給する期末手当の額は、第２５条の規定にかかわらず、同条の規定に

より算定される期末手当の額（以下「基準額」という。）から次に掲げる額の合計額（以下「調

整額」という。）に相当する額を減じた額とする。この場合において、調整額が基準額以上と

なるときは、期末手当は支給しない。 

（１） 平成２２年４月１日（同月２日から同年１２月１日までの間に職員以外の者又は職員であ

って、適用される俸給表並びにその職務の級及び号俸がそれぞれ次の表の俸給表欄、職務

の級欄及び号俸欄にかかげるものであるものから当該職員以外の職員（以下「減額改定対

象職員という。」）となった者にあっては、その減額改定対象職員となった日）において減

額改定対象職員が受けるべき俸給、扶養手当、俸給の特別調整額、地域手当、広域異動手

当、単身赴任手当（第１８条第２項の別に定める額を除く。）、住居手当、初任給調整手当、

特地勤務手当の月額の合計額に１００分の０．２８を乗じて得た額に、同年４月から施行

日の属する月の前月までの月数（同年４月１日から施行日の前日までの期間において、在

職しなかった期間、俸給を支給されなかった期間、減額改定対象職員以外の期間がある職

員であった期間がある職員にあっては、当該月数から当該期間の月数を減じた月数）を乗

じて得た額 

 

俸給表 職務の級 号俸 

事務職俸給表 １級 １号俸から９３号俸まで 

事務職俸給表 ２級 １号俸から６４号俸まで 

事務職俸給表 ３級 １号俸から４８号俸まで 

事務職俸給表 ４級 １号俸から３２号俸まで 

事務職俸給表 ５級 １号俸から２４号俸まで 

事務職俸給表 ６級 １号俸から１６号俸まで 

事務職俸給表 ７級 １号俸から ４号俸まで 

研究職俸給表 １級 １号俸から９６号俸まで 

研究職俸給表 ２級 １号俸から７２号俸まで 

研究職俸給表 ３級 １号俸から４０号俸まで 

研究職俸給表 ４級 １号俸から２４号俸まで 

研究職俸給表 ５級 １号俸から ４号俸まで 

技術専門職俸給表 １級 １号俸から 108 号俸まで 

技術専門職俸給表 ２級 １号俸から７２号俸まで 

技術専門職俸給表 ３級 １号俸から６４号俸まで 

技術専門職俸給表 ４級 １号俸から３６号俸まで 

技術専門職俸給表 ５級 １号俸から２０号俸まで 

 

（２） 平成２１年６月１日において減額改定対象職員であった者に同月に支給された期末手当

及び勤勉手当の合計額に１００分の０．２８を乗じて得た額 

 

（５５歳を越える職員の減額措置） 

３ 当分の間、５５歳を越える職員（次の表の俸給表欄に掲げる俸給表の適用を受ける職員でそ

の職務の級が次の表の職務の級欄に掲げる職務の級以下であるもの、技術専門職を除く。以

下「特定職員」という。）に対する俸給及び俸給の特別調整額の支給にあたっては、当該特定

職員が５５歳に達した日後における最初の４月１日（特定職員以外の者が５５歳に達した日

後における最初の４月１日後に特定職員となった場合にあっては、特定職員となった日）以

後、当該特定職員の俸給及び俸給の特別調整額から、当該特定職員の俸給及び俸給の特別調



整額に１００分の１．５を乗じて得た額に相当する額（俸給月額においては、その額を当該

俸給月額から減じた額が当該特定職員の属する職務の級の最低の号俸の俸給月額に達しな

い場合にあっては、当該俸給月額を当該特定職員の俸給月額から減じた額）を減ずる。 

 

俸給表 職務の級 

事務職俸給表 ６級 

研究職俸給表 ５級 

（１）５５歳を越える職員の減額措置により給与が減ぜられて支給される職員の俸給及び俸給の

特別調整額を算出の基礎とする手当等の支給に当たっては、当該減額措置の規定による額を用

いるものとする。 

（２）その他、当該減額措置に係る事項については、一般職の給与に関する法律に準じて支給す

る。 

 

附 則（平成２３年４月１日 23 規程第１５号） 

 

（施行期日） 

１ この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

（平成２３年４月１日における号俸の調整） 

２ 平成２３年４月１日において４３歳に満たない職員のうち、平成２２年１月１日において第

８条の規定により昇給した職員その他当該職員との権衡上必要があると理事長が認める職員

の平成２３年４月１日における号俸は、この項の規定の適用がないものとした場合に同日に受

けることとなる号俸の１号俸上位の号俸とする。 

 

附 則（平成２４年３月１日 24 規程第１－３号） 

 

（施行期日） 

１ この規程は、平成２４年３月１日から施行する。 

 

（５５歳を越える職員の減額措置） 

２ 「当分の間」を「平成２６年３月３１日までの間」に改める。 

 

（国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成２４年法律第２号）について） 

３ 「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」（平成２４年法律第２号）第９条に規

定する特例期間においては、本規程第２条に規定する俸給及び各手当の支給について、同法

の例に準じることとする。 

 

附則（平成２５年４月１日 25 規程第２号） 

 

（施行期日） 

１ この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

附則（平成２５年７月３日 25 規程第３－１号） 

 

（施行期日） 

１．この規程は、平成２５年７月３日から施行する。 

 

附則（平成２５年１１月１日 25 規程第１７号） 

 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成２５年１１月１日から施行する。 

 

第２条 削除 

 



附則（平成２６年１２月１日 26 規程第５号） 

 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

附則（平成２７年４月１日 27 規程第５号） 

 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

第２条 削除 

 

第３条 削除 

 

（期末手当及び勤勉手当に関する経過措置） 

第４条 研究所は、独立行政法人医薬基盤研究所法の一部を改正する法律（平成２６年法律第３

８号）の規程による解散前の健康・栄養研究所の常勤の職員であった者で、施行日において引

き続き研究所の職員になった者に対する期末手当及び勤勉手当の支給については、その者の健

康・栄養研究所の職員としての在職期間及び勤務期間を研究所の職員としての在職期間及び勤

務期間とみなす。 

 

（差額の支給） 

第５条 施行後の俸給表の適用の日（以下「切替日」という。）の前日から引き続き同一の俸給表

の適用を受ける職員及び旧健康・栄養研究所給与規程第５条第２項の俸給表の適用を受けてい

た職員で、その者の受ける俸給月額が同日において受けていた俸給月額に達しないこととなる

ものには、平成３０年３月３１日までの間、俸給月額のほか、その差額に相当する額（附則第

８条における「特定職員」にあっては、５５歳に達した日後における最初の４月１日（特定職

員以外の者が５５歳に達した日後における最初の４月１日後に特定職員となった場合にあっ

ては、特定職員となった日）以後、当該額に１００分の９８．５を乗じて得た額）を俸給とし

て支給する。 

 

（地域手当に関する特例措置） 

第６条 平成２７年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に支給する地域手当の支給割

合は、第１４条の規定にかかわらず、人事院規則で定める割合とする。 

 

（広域移動手当に関する特例措置） 

第７条 平成２７年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に異動等をした場合における

広域異動手当の支給割合については、第１６条第１項の規定に関わらず、１００分の１０とあ

るのは１００分の８とし、１００分の５とあるのは、１００分の４とする。 

 

（単身赴任手当の基礎額の月額の特例措置） 

第８条 平成２７年４月１日から平成３０年３月３１日までの間における単身赴任手当の基礎

額の月額については、第１８条第２項の規定に関わらず、人事院規則で定める額とする。 

 

（５５歳を越える職員の減額措置） 

第９条 平成３０年３月３１日までの間、５５歳を越える職員（次の表の俸給表欄に掲げる俸給

表の適用を受ける職員でその職務の級が次の表の職務の級欄に掲げる職務の級以上であるも

の、技術専門職を除く。以下「特定職員」という。）に対する俸給及び俸給の特別調整額の支給

にあっては、当該特定職員が５５歳に達した日以後における最初の４月１日（特定職員以外の

者が５５歳に達した日後における最初の４月１日後に特定職員となった場合にあっては、特定

職員となった日）以後、当該特定職員の俸給及び俸給の特別調整額から、当該特定職員の俸給

及び俸給の特別調整額に１００分の１．５を乗じて得た額に相当する額（俸給月額においては、

その額を当該俸給月額から減じた額が当該特定職員の属する職務の級の最低の号俸の俸給月

額に達しない場合にあっては、当該俸給月額を当該特定職員の俸給月額から減じた額）を減ず



る。 

 

俸給表 職務の級 

事務職俸給表 ６級 

研究職俸給表 ５級 

 

２ ５５歳を越える職員の減額措置により給与が減ぜられて支給される職員の俸給及び俸給の

特別調整額を算出基礎とする手当等の支給に当たっては、当該減額措置の規定による額を用いる

ものとする。 

３ その他、当該減額措置に係る事項については、一般職の給与に関する法律に準じて支給する。 

 

附則（平成２８年３月１５日 28 規程第 15 号） 

 

（施行期日） 

１ この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ 平成２８年３月３１日までの間に支給する単身赴任手当の加算額は、第１８条第２項の規定

にかかわらず、５８，０００円を限度とする。 

 

附則（平成２８年１２月１日 28 規程第 39 号） 

 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

（扶養手当に係る経過措置） 

第２条 第１１条第３項の規定は、平成３２年３月３１日までの間、次の各号に掲げる期間の区

分に応じて、読み替えるものとする。 

 

一 平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで 

扶養手当の月額は、前項第１号に該当する扶養親族については１３，０００円、同項第２号

から第５号までの扶養親族（次条において「扶養親族たる子、父母等」という。）については１

人につき６，５００円（職員に配偶者がない場合にあってはそのうち１人については１１，０

００円）とする。 

二 平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで 

扶養手当の月額は、前項第１号に該当する扶養親族については１０，０００円、同項第２号

の扶養親族については１人につき８，０００円、同項第３項から第５号までの扶養親族（同項

第２号から第５号までの扶養親族については、次条において「扶養親族たる子、父母等」とい

う。）については１人につき６，５００円（職員に配偶者がない場合にあってはそのうち１人に

ついては同項第２号の扶養親族には１０，０００円、同項第３号から第５号の扶養親族には９，

０００円）とする。 

三 平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで 

扶養手当の月額は、前項第１号に該当する扶養親族及び同項第３号から第５号の扶養親族に

ついては１人につき６，５００円、同項第２号の扶養親族については１人につき１０，０００

円（同項第２号から第５号までの扶養親族については、次条において「扶養親族たる子、父母

等」という。）とする。 

四 平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

扶養手当の月額は、次の各号に掲げる扶養親族の区分に応じて、当該各号に掲げる額とする

（前項第２号から第５号までの扶養親族については、次条において「扶養親族たる子、父母等」

という。）。 

(1) 前項第１号及び第３号から第５号までに該当する扶養親族 次に掲げる職員の区分に

応じてそれぞれ次に掲げる額 

イ 事務職俸給表７級相当職以下の適用を受ける職員 ６，５００円 

ロ 事務職俸給表８級相当職以上の適用を受ける職員 ３，５００円 

(2) 同項第２号に該当する扶養親族 １０，０００円 

 



附則（平成２９年４月１日 29 規程第 12 号） 

 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

附則（平成２９年１２月１９日 29 規程第２５号） 

 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

附則（平成３０年１２月１４日 30 規程第１９号） 

 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和元年１１月１８日 規程第８号） 

 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成３１年４月１日から施行する。ただし、第１９条の規定は、令和２年

４月１日から施行する。 

 

（住居手当に関する経過措置） 

第２条 改正後の第１９条の規定の施行日（以下この項において「一部施行日」という。）の前日

において改正前の第１９条の規定により支給されていた住居手当の月額が２，０００円を超え

る職員であって、一部施行日以後においても引き続き当該住居手当に係る住宅（貸間を含む。）

を借り受け、家賃（使用料を含む。以下この項において同じ。）を支払っているもののうち、次

の各号のいずれかに該当するものに対しては、一部施行日から令和３年３月３１日までの間、

改正後の第１９条の規定にかかわらず、当該住居手当の月額に相当する額（当該住居手当に係

る家賃の月額に変更があった場合には、当該相当する額を超えない範囲内でこの規程で定める

額。第２号において「旧手当額」という）。から２，０００円を控除した額の住居手当を支給す

る。 

（１）改正後の第１９条第１項各号のいずれにも該当しないこととなる職員 

（２）旧手当額から改正後の第１９条第２項の規定により算出される住居手当の月額に相当する

額を減じた額が２，０００円を超えることとなる職員 

 

 

附 則（令和４年４月１日４規程第２０号） 

 

（施行期日） 

第１条 この規程は、令和４年１２月１日から施行する。 

 

附 則（令和５年１２月１日５規程第３４号） 

 

（施行期日） 

第１条 この規程は、令和５年１２月１日から施行する。 

 

（俸給の決定） 

第２条 当分の間、職員の俸給月額は、当該職員が６０歳に達した日後における最初の４月１日

（附則第３条において「特定日」という。）以後、当該職員に適用される俸給表の俸給月額のう

ち、第５条第１項の規定により当該職員の属する職務の級並びに第６条及び第８条の規定によ

り当該職員の受ける号俸に応じた額に１００分の７０を乗じて得た額（当該額に、５０円未満

の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じたときはこれを

１００円に切り上げるものとする。）とする。 

 



第３条 職員就業規則第４４条の２の規定による他の役職への降任又は転任をされた職員であ

って、当該他の役職への降任等をされた日（以下本条において「異動日」という。）の前日から

引き続き同一の俸給表の適用を受ける職員のうち、特定日に附則第２条の規定により当該職員

の受ける俸給月額（以下本条において「特定日俸給月額」という。）が異動日の前日に当該職員

が受けていた俸給月額に１００分の７０を乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数を生じ

たときはこれを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じたときはこれを１００円に切

り上げるものとする。以下本条において「基礎俸給月額」という。）に達しないこととなる職員

には、当分の間、特定日以後、附則第２条の規定により当該職員の受ける俸給月額のほか、基

礎俸給月額と特定日俸給月額との差額に相当する額を俸給として支給する。ただし、次の各号

に該当するときは、別に定める。 

(1) 異動日から特定日までの間に降格又は降号をした職員 

(2) 異動日の前日以後に育児短時間勤務等をした職員（異動日以後に育児短時間勤務等を開始

し、特定日前に当該育児短時間勤務等を終了した職員を除く。） 

(3) 前各号に定めるほか附則第 2 条の適用を受ける職員であって、同条の規定による俸給を受

ける職員との権衡上必要があると認められる職員 

 

附 則（令和６年１０月１日６規程第１２号） 

 

（施行期日） 

第１条 この規程は、令和６年１０月１日から施行する。 

 

 

附 則（令和７年１月１日７規程第２号） 

 

（施行期日） 

第１条 この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

附 則（令和７年４月１日７規程第６号） 

 

（施行期日） 

第１条 この規程は、令和７年４月１日から施行する。 

 

（扶養手当に係る経過措置） 

第２条 事務職俸給表 7 級相当職以下の適用を受ける職員であって、この規程施行の日の前日に

おいて、改正前給与規程第１１条第２項第１号に規定する配偶者のある職員として同第１１条

第３項第 1 号に規定する扶養手当額の支給を受けていた職員であるときは、改正前の支給要件

を具備する限り、令和８年３月３１日までの間、月額３，０００円を支給する。 

２ 前項の規定は、この規程施行の日以降に採用される者（当該採用の日の前日において第１５

条第 2 項に規定する国等の機関に使用される国家公務員等であった者が、当該国等の機関の命

により引き続き職員となった者に限る。）について準用する。 

３ 令和８年３月３１日までの間、第１１条第３項第１号中「１３，０００円」とあるのは「１

１，５００円」と読み替えるものとする。 

 

（地域手当に関する特例措置） 

第３条 令和７年４月１日から令和１０年３月３１日までの間に支給する地域手当の支給割合

は、第１４条の規定にかかわらず、人事院規則で定める割合とする。 

 

第４条 第１５条の規定は、令和７年４月１日以降の異動について適用する。 

 

 


